
（３）４つの視点毎のシナリオの比較 

 

ゼロシナリオ、15 シナリオ、20～25 シナリオの要点は以上の通りである。 

 

シナリオを検討するに当たっては、 

・ 原子力の安全確保 

・ エネルギー安全保障の強化 

・ 地球温暖化問題解決への貢献 

・ コストの抑制、空洞化防止 

といった視点ごとに比較検証することが重要である。 

 

そこで、表２を用意した。各シナリオの性格をより深く理解する、あるいは、各評価

項目に関してシナリオごとの違いはどこにあるのかを把握する上での一助となること

を期待する。 
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評価軸 2010年 ゼロシナリオ １５シナリオ ２０シナリオ

原
発
依
存
度
と

原
子
力
の

安
全
確
保

原発依存度 約２６％ ０％（▲２５％） ０％（▲２５％） １５％（▲１０％）
２０～２５％

（▲５％～▲１％）

エ
ネ
ル
ギ
ー

安
全
保
障

の
強
化

化石燃料依存度 約６３％ ７０％（＋５％） ６５％（現状程度） ５５％（▲１０％） ５０％（▲１５％）

化石燃料輸入額
（一次ｴﾈﾙｷﾞｰ供給ﾍﾞｰｽ）

１７兆円

１７兆円 １６兆円 １６兆円 １５兆円

（留意事項） 規制と負担を伴う強度の対策を実施し、天然ガスシフトを他のシナリ
オよりも進める。安定かつ安価な天然ガスの調達が大きな課題となる。

地
球
温
暖
化
問
題

解
決
へ
の
貢
献

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ比率 約１０％ ３０％（＋２０％） ３５％（＋２５％） ３０％（＋２０％）
３０％～２５％

（＋２０％～＋１５％）

非化石電源比率 約３７％ ３０％（▲５％） ３５％（現状程度） ４５％（＋１０％） ５０％（＋１５％）

火力発電（コジェネを含
む）の石炭：ガス比率

１：１．２ １：１．３ １：１．８ １：１．５ １：１．５

温室効果ガス排出
量（1990年比）

2030 － ▲１６％ ▲２３％ ▲２３％ ▲２５％

2020 －
＋０％

（2020年
原発０％）

▲５％
（2020年

原発14％）

▲０％
（2020年

原発０％）

▲７％
（2020年

原発14％）

▲９％
（2020年原発21％）

▲１０～１１％
（2020年原発23％～26％）

（留意事項） より強力な再生可能エネルギーの普及、省エネルギー、天然ガスシフト
を実現するため、省エネ性能の劣る製品の販売制限・禁止を含む厳しい規制を広
範な分野に実施し、経済的負担を課すことが必要となる。（対策の詳細は表３参
照。）

コ
ス
ト
の
抑
制
、
空
洞
化
防
止

発電コスト ８．６円/kWh -
１５．１円/kWh
（＋６．５円）

１４．１円/kWh（＋５．５円） １４．１円/kWh（＋５．５円）

系統対策コスト
(2030年までの累積）

－ ３．４兆円 ５．２兆円 ３．４兆円 ３．４～２．７兆円

省エネ投資
（2030年までの累積）

－
約８０兆円

（節約額 約６０兆円）

約１００兆円
（節約額 約７０兆円）

約８０兆円
（節約額 約６０兆円）

約８０兆円
（節約額 約６０兆円）

家庭の電気代
（２人以上世帯の平均）

国立環境研究所

１万円/月

-
2011～2030年で＋０．４万円/月

（2030年時点１．４万円/月）
2011～2030年で＋０．４万円/月

（2030年時点１．４万円/月）
2011～2030年で＋０．４万円/月

（2030年時点１．４万円/月）

大阪大学・伴教授 -
2011～2030年で＋０．５万円/月

（2030年時点１．５万円/月）
2011～2030年で＋０．４万円/月

（2030年時点１．４万円/月）
2011～2030年で＋０．２万円/月

（2030年時点１．２万円/月）

慶應義塾大学・野村准教授 -
2011～2030年で＋１．１万円/月

（2030年時点２．１万円/月）
2011～2030年で＋０．８万円/月

（2030年時点１．８万円/月）
2011～2030年で＋０．８万円/月

（2030年時点１．８万円/月）

地球環境産業技術研究機構（RITE） -
2011～2030年で＋１．０万円/月

（2030年時点２．０万円/月）
2011～2030年で＋０．８万円/月

（2030年時点１．８万円/月）
2011～2030年で＋０．８万円/月

（2030年時点１．８万円/月）

実質GDP

国立環境研究所
２０１０年

５１１兆円

６３６兆円
６２８兆円（2010年比＋９７兆円）

［自然対比▲８兆円］
６３４兆円（2010年比＋１２３兆円）

［自然体比▲２兆円］
６３４兆円（2010年比＋１２３兆円）

［自然対比▲２兆円］

大阪大学・伴教授 ６２４兆円
６０８兆円（2010年比＋１１７兆円）

［自然対比▲１５兆円］
６１１兆円（2010年比＋１００兆円）

［自然対比▲１３兆円］
６１４兆円（2010年比＋１０３兆円）

［自然対比▲１０兆円］

慶應義塾大学・野村准教授 ６２５兆円
６０９兆円（2010年比＋９８兆円）

［自然対比▲１７兆円］
６１６兆円（2010年比＋１０５兆円）

［自然対比▲１０兆円］
６１７兆円（2010年比＋１０６兆円）

［自然対比▲９兆円］

地球環境産業技術研究機構(RITE） ６０９兆円
５６４兆円（2010年比＋５３兆円）

［自然体比▲４５兆円］
５７９兆円（2010年比＋６８兆円）

［自然体比▲３０兆円］
５８１兆円（2010年比＋７０兆円）

［自然対比▲２８兆円］

評価軸 2010年 ゼロシナリオ １５シナリオ ２０～２５シナリオ

追加対策前 追加対策後

電
源
構
成

原発依存度 約２６％ ０％（▲２５％） ０％（▲２５％） １５％（▲１０％）
２０～２５％

（▲５％～▲１％）

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ 約１０％ ３０％（＋２０％） ３５％（＋２５％） ３０％（＋２０％）
３０％～２５％

（＋２０％～＋１５％）

火力

約６３％ ７０％（＋５） ６５％（現状程度） ５５％（▲１０％） ５０％（▲１５％）

石炭 約２４％ ２８％（＋４％） ２１％（▲３％） ２０％（▲４％） １８％（▲６％）

LNG 約２９％ ３６％（＋７％） ３８％（＋９％） ２９％（±０％） ２７％（▲２％）

石油 約１０％ ６％（▲４％） ６％（▲４％） ５％（▲５％） ５％（▲５％）

省
エ
ネ
ル

ギ
ー
量

発電電力量 約1.1兆kWh 約１兆kWh（▲１割） 約１兆kWh（▲１割） 約１兆kWh（▲１割） 約１兆kWh（▲１割）

最終エネル
ギー消費

約３．９億kl
約３．１億kl（▲19％）

（▲7,200万kl）
約３．０億kl（▲22％）

（▲8,500万kl）
約３．１億kl（▲19％）

（▲7,200万kl）
約３．１億kl（▲19％）

（▲7,200万kl）

※１新規プラントの発電コストについては、コスト等検証委員会報告の試算結果を活用。既設プラントは同報告書の運転費等から試算。発電コスト、系統コスト、省エネ投資の詳細は国家戦略室ホームページに根拠データを含めて公開。
※２ 経済成長等の一定のマクロ経済条件は事務局で設定した慎重シナリオ（2010年代は1.1％、2020年代では0.8％の実質GDP成長率）の想定に基づいている。
※３ 2020年の原発依存度については、2030年と2010年の原発依存度を機械的に結んでその大まかな経過点として算出している。
※４ 価格の上昇効果と節電の効果の双方を勘案したもの。また、経済モデル分析では、省エネに伴う経済的負担を全て炭素税で表現しており、エネルギー価格にはその炭素税が含まれている。この表中の電気代もそのような炭素税を加味した金額となっていることに留意が必要。
※５ 経済影響を分析した各機関のモデルの特徴は概ね以下のとおり。モデルの詳細については総合資源エネルギー調査会基本問題小委員会（http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/kihonmondai/）、中央環境審議会地球環境部会（http://www.env.go.jp/council/06earth/yoshi06.html）の資料

等を参照。
①価格弾力性
・エネルギー価格を上げた際の省エネが進む程度（価格弾力性）がモデルによって大きく異なる（電力の価格弾力性は大阪大学・国環研・RITE ・慶応大学の順に高く、CO2の限界削減費用（CO2対策のコスト）はRITE ・慶応大学・国環研・大阪大学の順に高い。）。弾力性が高いほど、小さな価格上昇で

も対策が進み（対策費用が安い）、シナリオにおける価格上昇が少なく、経済への影響は小さくなる傾向。
②RITEは、他のモデルよりも価格弾力性が低くCO2対策のコストも高いと推計していることに加え、日本のエネルギー価格上昇による他国での生産量の増加（リーケージ）も明示的に取り扱う国際モデルであるため影響が大きくなっている。国環研は、低いコストで省エネ・CO２削減が進むと想定し、省

エネ投資の効果も高く評価している（先の省エネ効果まで見込む）ため影響が小さくなっている。

※３

※２

※５

表２ シナリオごとの2030年の姿（総括） （括弧内の数値は2010年比）

２０３０年自然体ケース ※２

※１

※１

※１

※１
※４
※５
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